
 

 

19 件が行政で制度化、モデル事業化につながった  
 

● 全体の 7 割に「他団体の問合せ・見学」、約 6 割に「マスコミ等で  

  報道・紹介」の効果があり、いずれも見込以上の実績がみられた。  
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効果なし   （実績） ２件 
効果なし   （計画） １件 

その他   （実績）３１件 
その他   （計画）１３件 

制度化など （実績） ９件 
行政で   （計画）２７件 

ル事業化  （実績）１０件 
行政でモデ （計画）３１件 

事業を実施 （実績）４８件 
他団体が同 （計画）４８件 

報道・紹介  （実績）７９件 
マスコミ等で （計画）７７件 

合せ・見学  （実績）９７件 
他団体の問 （計画）７１件 

 
１．助成事業の継続状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．平成２９年度事業の予算額に対する財源内訳（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．対外的な波及効果（複数回答） 

事業継続は「自己資金」が 43.6%を占めた  

91.0% 

9.0% 

11.1% 
4.7% 
5.0% 
10.4% 

11.7% 

13.5% 

20.2% 

23.4% 

団体の収入 

継続中の助成事業の収入 

社協・民間の補助金・助成金 

市区町村からの補助金・委託費 

WAMからの助成金 

都道府県からの補助金・委託費 

国からの補助金・委託費 

その他 

調査対象：平成 27 年度ＷＡＭ助成事業実施団体 164 団体  

総回答数：155 団体（N=155） 回答率 94.5％  

※設問２から７までは、継続と回答している137団体のみ該当（N=137） フォローアップ調査結果 

約 9 割が継続して事業を実施  
 

 平成 27 年度の助成先団体のうち、  

全体の 88.4％が助成期間終了後も  

事業を継続していた。  

 このうち 41.9％の事業について  

は、対象者や協力者の増加や、新  

たな課題への対応を視野に入れる  

等、事業規模を拡大又は事業内容  

を充実・発展させて継続している  

ことが分かった。  
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継続率 

規模を拡大、 

充実、発展 

65 件 

41.9% 

同程度の規模・ 

内容で実施 

30 件 

19.4% 

一部縮小して 

実施 30 件 

27.1% 

実施していない 

18 件 

11.6% 

N=155 

自己資金割合の高い事業継続事例（一部抜粋）  
 

会費や寄付を増やした事例  

● 特非）フードバンクふじのくに（個人/企業寄付）  
 

自主事業力をつけた事例  

● 特非）Ｋａｃｏｔａｍ（学習支援の授業料）  

● 特非）あめんど（乾燥野菜の製造・委託販売）  

● 特非）セカンドハーベスト名古屋  

    （フードバンク依頼先からの委託手数料）  
 

受託事業力をつけた事例  

● まんまるママいわて  

 （産前産後ケア事業の市モデル事業受託）  
 

※その他は「3.対外的な波及効果」の事例参照   

 

■ 制度化・補助金化した事例（一部抜粋）  

 ●認特非）おかやま入居支援センター  

  居住支援法人活動支援事業（国土交通省）  

 ●特非）釜ヶ崎支援機構  

  あいりん日雇労働者等自立支援事業相談支援法律相談（大阪府大阪市）  

 ●特非）てとりん  

  認知症カフェ及び家族介護者支援センター事業（愛知県春日井市） 
 

■ モデル事業化した事例（一部抜粋）  

 ●まんまるママいわて  

  産前産後ケア事業（岩手県花巻市）  

 ●一社）パーソナルサポートセンター  

  被災者支援総合事業（宮城県多賀城市）  

 ●特非）教育サポートセンターＮＩＲＥ  

  子ども若者応援フリースペース事業（東京都品川区）  

 ●特非）くにたち夢ファーム  

  女性のための夜間・休日電話相談事業（東京都国立市）  

 ●特非）セプロス  

  ささえあいメール見守りサービス事業（西東京市）  

 ●特非）ＮＰＯホットライン信州  

  信州こどもカフェ事業（子どもの居場所づくりモデル事業）（長野県）  

 ●特非）街ｉｎｇ本郷  

  次世代下宿「京都ソリデール事業」（京都府）  

 ●特非）つくしん棒  

  水道を使った新しい高齢者見守り事業（長野県坂城町）  

 

平成 27 年度事業完了時点   平成 29 年度現在 
（完了報告書）       （平成 29 年度予算） 

自己資金割合 

43.6%で継続 

N=137 

N=137 

計画時に制度化・モデル 

事業化を目指した団体の 

うち、3 割（19 件）が 

実現した 

自己資金 

助成金 



 

 

４．その後の団体活動に与えた効果（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．連携・ネットワーク団体数の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．助成先団体が運営する法定事業に与えた効果（複数回答） ７．組織運営上の課題（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．継続や波及効果等を後押しした WAM 助成の特徴（複数回答） ９．WAM 助成への期待・要望（複数回答） 

  

 

 

 

 

 

2.6% 

6.5% 

24.5% 

26.5% 

27.1% 

34.8% 

39.4% 

43.2% 

47.1% 

47.1% 

60.0% 

特に影響は与えていない ４件 

その他 １０件 

HP等の成果普及の取組 ３８件 

事務の的確な取り扱い ４１件 

事業評価 ４２件 

担当者制の個別相談・ﾌｫﾛｰ ５４件 

自己資金なしで助成可 ６１件 

助成要件（他団体との連携等） ６７件 

助成対象経費（幅広さ） ７３件 

助成金概算払＆計画変更対応 ７３件 

助成規模（50万～2,000万円） ９３件 

連携・ネットワーク団体数が平均で 2.6 倍に拡大      NPO 法人等の他、行政や市社協との連携が充実 
 

● 多数を占めていた連携先の種別分布割合 (N=137) 

全事業の 6 割以上に「ネットワーク構築」や「継続的な協力者の増加」を確認  

 

●上位 3 つの項目については、全事業の 

6 割以上に効果がみられた  
 

●「行政との関係構築」については、 

規模を縮小した団体数（緑）の 

割合は低かった 
 

●規模拡大については、多数の選択肢 

において一定程度の効果が確認できた 
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効果なし ０件 

その他 ９件 

法人格の取得（もしくは取得予定） ９件 

団体で活動する職員数の増加 ２１件 

民間企業からの支援 ２９件 

会員数や賛同者数の増加 ３１件 

団体の事業規模（予算）の拡大 ４０件 

社協や中間支援組織からの支援 ４１件 

行政との関係の構築 ６９件 

地域ニーズの把握・事業展開の明確化 ９２件 

継続的な協力者の増加 １０２件 

他団体とのネットワークの構築 １０６件 

事業規模を拡大・発展 事業規模が同程度 事業規模縮小 

7.3% 

5.1% 

8.0% 

13.9% 

13.9% 
17.5% 

17.5% 

23.4% 

35.8% 

71.5% 

75.9% 

その他 １０件 

ガバナンス、法令順守など ７件 

金融機関等からの借り入れ １１件 

会計処理 １９件 

情報収集、管理  １９件 

目標達成確認の事後評価 ２４件 

役割分担、責任の明確化 ２４件 

団体内部の情報伝達、情報の共有化 ３２件 

中長期的な目標設定、事業計画 ４９件 

人材確保・育成 ９８件 

資金調達 １０４件 

3,515 

1,333 

団体総数 

N=137 

2.6倍 

■助成期間中 

■終了から 1 年半経過後 

N=137 

２０事業でシナジー効果を確認（※法定事業実施団体２４件中） 
 

＜施設・事業の種類＞  

就労継続支援事業所、小規模多機能型居宅介護、  

放課後等デイサービス、一時生活支援 等  

＜主な効果＞  

●外部との連携が進むことで、就職までのフローが解りやすくな

り、利用者数や連携企業への就職者数も 5 倍に増加した  

●要介護者に加え、家族介護者に対する支援ができ、状況の改善に

つなげやすかった  

●利用者と住民の交流が日常化し、施設への理解も深まった  
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14.2% 
16.1% 
18.1% 
19.4% 

27.1% 
27.1% 

32.3% 
34.2% 
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その他 ９件 

会計処理に関すること ９件 

法人格や認定取得の情報提供 ９件 

ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ・法令順守 １０件 

訪問して実施する相談・評価 １４件 

事業化に向けた融資 ２２件 

事業成果の普及等の支援 ２５件 

情報収集や発信・広報の支援 ２８件 

マネジメント等運営の支援 ３０件 

事業計画立案時の支援 ４２件 

組織基盤強化に向けた支援 ４２件 

人材確保・育成の助言 ５０件 

助成後の事業継続に向けた助言 ５３件 

資金調達に関する情報提供 ８５件  

N=137 

N=155 N=155 

連携先 割合 

１ NPO 法人との連携 68.6% 

２ 任意団体・ボランティア団体との連携 59.9% 

３ 市区町村との連携 58.4% 

４ 市区町村社会福祉協議会との連携 50.4% 

 


